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研究成果の概要（和文）：本研究では、価値創造型のまちづくりに貢献する交通計画＝交通まちづくりの普及展開を目
指し、ビジョン構築、調査体系、制度設計の３つの面から新たな計画手法を検討・開発した。ビジョン構築については
、金沢、札幌、宇都宮などを対象にビジョン策定・合意形成・施策実施の流れを整理し、プロセスを阻害しあるいは推
進に寄与した要因を明らかにした。調査体系については、高齢者の生活行動や都心回遊行動といったニーズの高い適用
場面の調査分析技術を体系化した。制度設計については、計画立案・合意の仕組み、施策実施の仕組み、人材育成の仕
組みの３側面について検討を行い、望ましい制度を構想し展望した。

研究成果の概要（英文）：This research project aimed to develop new systematic planning methods for Transpo
rt-oriented Machizukuri, a value creation-oriented transport planning, from the following three aspects; (
1) methods for the vision formulation and the explanation to citizens in order to facilitate the smooth pr
ocess from planning to implementation; (2) techniques for the survey and the analysis that are applicable 
to capturing typical scenes, such as the daily life behavior of the elderly and the excursion behavior in 
city centers; and (3) institutional and non-institutional frameworks for planning, consensus building, imp
lementation and human resource development. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 都市交通計画はこの十年あまり、需要を予
測して道路や鉄道を供給する方法から、需要
を予測し問題が想定されれば、交通システム
の改善だけでなく、土地利用のコントロール、
需要管理、財源確保や合意形成を促進する制
度提案により問題を回避する「予測し予防す
る」方法にパラダイムシフトしてきた。それ
は、目前の渋滞緩和に留まらず、職を確保し、
学び、生活に必要な物を入手し、健康を維持
し病気を直すという「人間らしい生活」を支
える、価値創造型の都市交通計画の必要性が
再認識されたものと理解できる。 
 このような時代背景にあって、交通を軸と
する提案でまちの魅力が改善しまちが活性
化した例や、土地利用コントロールや制度提
案を含む交通戦略の提案と実践によって、車
を使える人にも使えない人にも「人間らしい
生活」を支える交通サービスを提供できるよ
うになった例は、海外には散見されても、わ
が国では取り組みが始まった段階にある。そ
の実現のためには、従来手法とは発想の異な
る新しい計画手法の開発が必要である。 
 
２．研究の目的 
 交通まちづくりの新しい計画手法につい
て、(1)専門知・実務知・地域知の融合によ
るボトムアップ型のビジョン構築技術、(2)
新しい交通まちづくり調査の体系、(3)計画
の立案と実施を支える制度設計、の 3 側面か
ら検討・開発することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 研究活動をビジョン構築、調査体系、制度
設計の 3 部会に大別して実施した。 
 
(1)ビジョン構築： 既存事例のビジョン構
築・合意形成・施策実施の過程を検証し、プ
ロセスを阻害しあるいは推進に寄与した要
因を明確化する。市民を含むプレイヤーの意
識や意思決定を社会的に望ましい方向へ変
容させることを念頭に、生活像や都市像を描
出し説明する手法を構築する。 
 
(2)調査体系： 交通－景観－都市計画が一
体となった調査・解析技術の適用シーンにつ
いて、数都市の事例をもとに検討を行う。こ
れと並行して、各分担者の研究対象地域で具
体の調査分析を実施し、交通－景観－都市計
画の政策立案事例を展開することを通じ、調
査分析技術の体系化を図る。 
 
(3)制度設計： 計画立案のしくみと実現の
しくみを主たる対象として、国内外の先行事
例を取り上げ、わが国都市への適用性ととも
に検討、整理する。都市計画マスタープラン
など既存の計画制度の運用実態の分析と合
わせ、まちづくりの目標を達成する観点から
望まれる制度のあり方を検討する。 
 

４．研究成果 
(1)ビジョン構築 
①はじめに 
 「自動車中心のまちづくり」から「公共交
通と人中心のまちづくり」への転換が指向さ
れており、そのための都市の将来ビジョンの
再構築が必要となってきている。また、一方
で少子高齢化、人口減少社会、低炭素社会へ
の対応も不可欠であり、長期的トレンドを踏
まえた新たな都市像を目指したまちづくり
が望まれている。そのための 1 つの方向性と
して、各地でコンパクトなまちづくりが行わ
れている。 
 本研究では金沢、札幌、宇都宮、熊本など
地方の主要都市におけるビジョン構築・合意
形成の手法や過程について調査した。本報告
では上記 4 都市の概要を述べる。 
②金沢市 
 昭和 60 年度に策定した「金沢市 60 万都市
構想」、昭和 59 年度に作成した「21 世紀“金
沢の未来像”」、平成 8 年度に作成した「金沢
世界都市構想」に基づき、20 年間市長を務め
た山出保前市長のトップダウンのもと、都市
計画マスタープランの見直し（平成 19～20
年度）を行っている。委員会の開催を 7 回、
その間市民アンケート調査の実施、各地区に
おける住民説明会を各 2 回、市民を対象とし
たフォーラムの開催などを行うと同時に、ホ
ームページを使った委員会資料の公表とパ
ブリックコメントの実施などを行い、都市計
画マスタープランの決定を行っている。 
③札幌市 
 平成 8 年度に策定した第 3 次札幌市長期総
合計画、平成 12 年度からの第 4 次札幌市長
期総合計画を受けて、市民向けパンフレット
の発行ならびにニュースレター（第 1～10 号）
の発行、また合計 8 回の市民勉強会の開催な
ど、策定委員会での議論を一般市民に公表し、
都市計画マスタープランの策定を行ってき
た。また、都市計画に直接関連する都心の交
通計画（さっぽろ都心交通計画）や都心のま
ちづくり計画についても、計画策定委員会の
開催（5 回）はもちろんのこと、専門部会の
開催（5 回）、起草部会の開催（3 回）、都心
交通社会実験、市民 1000 人ワークショップ
の実施など、「人と環境を重視した都心交通」
と「人と車が共存する都心道路」の実現に向
けて検討を行ってきた。 
④宇都宮市 
 平成 19 年 3 月 31 日の 2 町との市町合併を
受けて、平成 20 年度に第 2 次宇都宮都市計
画マスタープランの策定に取り掛かった。7
回の策定委員会の開催、2 回のパブリックコ
メント（全体構想、地域別構想、各 1 回）の
実施、またその間に 6 地域で地域別ワークシ
ョップの開催を行い、21 世紀の半ばを目指し
た長期的視点でのまちづくりの方向性を「ネ
ットワーク型コンパクトシティ形成ビジョ
ン」として将来都市構造を取りまとめている。
具体的は、宇都宮市の中心となる「都市拠点」



とそれぞれ地域の拠点となる「地域拠点」、
「観光拠点」、「産業拠点」の開発整備を進め、
拠点間を結ぶ幹線公共交通（南北：鉄道、東
西：LRT）の整備、ならびに地域内交通や支
線公共交通を維持・整備する都市計画マスタ
ープランをまとめ、CG アニメーション等に
より市民への PR・啓蒙を行っている。 
⑤熊本市 
 第 6 次熊本市総合計画（基本構想、基本計
画）や熊本都市圏ビジョン等の策定を受けて、
第 2 次熊本市都市マスタープランの策定を行
っている。九州新幹線鹿児島ルートの全線開
通を契機に繰り広げられる都市間競争の激
化予想の中、「九州中央の広域交流拠点にふ
さわしい都市づくり」と「誰もがいきいきと
輝く暮らしやすい都市づくり」を基本目標と
して、中心市街地と地域拠点、また生活拠点
をそれぞれ鉄道、電鉄、市電、幹線道路なら
びに放射環状に張り巡らされた路線バス等
で結び、地域間の交通アクセスの利便性を維
持、確保する全体計画となっている。策定に
あたって特徴的なのは、オープンハウスを設
置して、来場者にアンケート調査を実施して
いることであり、施策（計画）の PR と同時
に、都市マスタープランに関するいろいろな
意見を聴取できることにある。 
⑥総括 
 以上の各都市におけるビジョン構築（都市
計画マスタープラン）の経過を比較しても、
それぞれ特徴があり、各都市において、いろ
いろな工夫を行っていることが明らかとな
った。 
 一般的に、将来ビジョンの構築には、ビジ
ョン策定委員会等での議論に加え、市民の意
見を広く伺う方法として、市民アンケートや
地域ごとのワークショップの開催、また、市
民向けのシンポジウムの開催やフォーラム
の開催など、いろいろな方法がとられている。
ビジョン策定段階の経過や議論の内容など
についても最近では、インターネットを活用
したホームページによる情報公開や従来型
のニュースレターの発行・配布、あるいは、
将来ビジョンをアニメや漫画等で表現して
説明し、住民合意をとったり、CG アニメー
ションとして「見える化」する方法もとられ
ている。 
 全国政令市、中核市、特例市の都市計画マ
スタープラン（都市マスタープラン）の策定
経過を概観すると、すべての都市において都
市計画マスタープランの策定（見直し）が行
われているが、関連する交通まちづくり計画
（交通計画マスタープラン、交通戦略、交通
ビジョン等）は必ずしも策定されておらず、
政令市ではほとんどの都市において策定さ
れているが、特例市では策定されていない都
市が多い状況にある。それらの背景を今後調
査する必要性が高いのではないかと考える。 
 
(2)調査体系 
①はじめに 

 まちづくりに貢献する交通計画のための
調査には、都市圏全体を対象とした総合交通
体系の計画のための調査と同時に、限定され
た地域における環境と交通行動の詳細な関
係を分析するための調査がある。本報告では
紙幅の都合上、本研究で整理した後者の調
査・分析手法のうち、街路や沿道土地利用と
いった市街地の空間構成と歩行者の回遊行
動との関係を定量的に明らかにするための、
両者を記述する指標やデータの有効な取得
方法、ならびに両者の関係を効率的に分析す
る調査・分析フレームワークについて述べる。
分析対象エリアは、熊本市中心市街地活性化
基本計画の対象エリアのうち、熊本駅周辺地
区を除く熊本城地区、通町・桜町地区、新町・
古町地区の 3 つのエリアである。  
②空間構成の評価指標 
 空間構成とは物理的な街路網構成と沿道
土地利用を指す。前者は Space Syntax 理論と
ネットワーク理論による Integration 値と汎用
的な Accessibility 値であり、後者は市街地現
況図を元に現地目視調査によって収集され
た床利用用途集積度である。これらの異なる
指標を一つの共通基盤 GIS で管理する。 
③歩行者回遊行動の調査 
 商業機能の活性化やまちなか居住の推進
と合わせて、市民や観光客などの来街者の数
的増加とその回遊の活発化は中心市街地の
活性化にとって重要な要素である。来街者の
街区ごとの入込数や街路の歩行者通行量な
どの実数を直接、観測することは容易ではな
いが、これらのデータは都心部の街路網計画
やテナントリーシングなどのエリアマネジ
メントにとって有用である。また、来街者が
まちなかをどのように回遊しているのかを
把握し、空間構成との関係を分析するために
は、回遊行動データが必要である。 
 前者にはゲートカウント調査を採用した。
ゲートカウント調査では、精度は高くなくて
も、できるだけ多くの地点の観測データを得
るために、全数調査ではなく、調査員が一定
時間（今回の調査では 5 分）ごとに順次、観
測地点を変えながら、その間の通行量を観測
するサンプリング調査である。これらの移動
平均値を 1 時間に換算することによって、当
該時間帯の歩行者通行量とする。熊本市と熊
本商工会議所によって毎年実施されてきた
全数調査である商店街通行量調査による観
測値とゲートカウント調査によって得られ
た歩行者通行量推計値との相関係数は、平日
0.96、休日 0.98 と非常に高い。このことから
もゲートカウント調査の有用性が確認でき
る。 
 後者については、来街者が中心市街地から
帰宅する地点（図 1）で、調査日 1 日の回遊
行動をヒアリングによって調査した。調査地
点は、中心市街地から帰宅する際に使用され
るバス停や電停、駐車場や自転車駐輪場、徒
歩による主要な出口などの全 24 地点である。 
 



 
図 1 回遊調査の調査地点とゾーン区分 

 
④歩行者通行量と入込者数の予測モデル 
 歩行者通行量と入込者数の予測モデルの
推定結果を表 1 に示す。歩行者通行量予測モ
デルは R2値が 0.5 程度でやや低いものの、平
日と休日ともに空間構成指標の Int 値（動線
モデル）、およびアクセシビリティ指標の
AccMT 値、沿道土地利用指標としての専門小
売店、サービス業の床利用用途集積度が有意
な変数となっている。 
 
表 1 歩行者通行量・入込者数モデルの推定結果

回帰係数 t値 回帰係数 t値 回帰係数 t値 回帰係数 t値
Int値 0.249×104 5.49 0.354×104 5.10 0.765×103 1.53 0.166×103 0.818

AccMT値 -0.574×104 -3.12 -0.896×104 -3.17 -0.216×104 -1.14
衣料品店 0.782×10-1 11.2

食料・日用品店 0.115 9.15
専門小売店 0.563 2.93 0.762 2.58
飲食店

サービス業 -0.374×10-1 -1.96 -0.647×10-1 -2.21
駐車場・倉庫
サンプル数
修正済みR2 0.595 0.514 0.805 0.821

93 93 31 29

歩行者通行量予測モデル 入込者数予測モデル
平日 休日 平日 休日

 
 
⑤歩行者回遊行動活発化のための施策 
 空間構成指標やアクセシビリティ指標、沿
道土地利用指標による歩行者通行量や入込
者数の予測モデルを構築した。このシステム
は中心市街地における回遊行動を活発にす
るような街路網構造や沿道土地利用、業態業
種の配置を考えるためのプラットフォーム
としての役割を担う。 
 熊本城を訪れた観光客や来街者を通町・桜
町地区に導くためには、熊本城地区と通町・
桜町地区の境界付近の横断施設を横断歩道
に変更すると、大半の道路区間で歩行者通行
量は増加する。このように、本システムは、
中心市街地における来街者の回遊行動の現
状の課題を明らかにすることができるだけ
でなく、歩行者動線の改善施策の効果を空間
構成や歩行者通行量の視点から総合的に評
価するツールとして用いることができる。 
 

(3)制度設計 
 交通まちづくりは制度設計とその適用を
通じて支えられ、その仕組みは極めて多岐に
渡る。本研究ではそのような広範囲にわたる
仕組みについて、計画を立案し合意するため
の仕組み、施策を実施し実現するための仕組
み、人材（担い手）を育てる仕組み、として
大きく整理し、それぞれについて詳細な検討
を加えた。 
 なお、検討を進めるにあたって他の 2 部会
とも緊密な連携を取り、研究と実務の両面に
おいて具体的な課題と提言を示した。この結
果、業績リストに提示した論文や書籍のみな
らず、新たな制度の実現を裏打ちしたことは
大きな成果といえる。なお、本報告では特に
本助成の成果に沿った形で「交通」と「まち」
両者の連携に配慮した制度が複数採用され
るようになったことに鑑み、都市構造に関連
する制度に限って研究成果を整理する。 
 まず、交通まちづくりを体現する上で、そ
の前提となるコンパクトなまちづくりや都
市の低炭素化が都市マスタープランの中で
どのようにとりあげられるようになってき
たかについて、図 2 と図 3 に例示する（太字
下線は大都市圏核都市、斜字は大都市圏周辺
都市。四角枠囲みは改定後の都市マス）。 
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図 2 2001 年時点での都市マス記載事項 
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図 3 2011 年時点での都市マス記載事項 

 
 この結果より、分析期間中の 10 年ほどの
間で、多くの都市が自らの都市の形のあり方
をようやく、しかし急速に意識しはじめるよ
うになったことが読み取れる。同時に、都市
形態のコンパクト化を志向するからといっ
て、必ずしも低炭素化などの交通まちづくり



に関連する視点にたってその内容を吟味し
ている訳ではないことも明らかとなった。 
 同時に、政府の「交通」と「まち」を一体
的に扱おうとする姿勢も、研究成果リストに
あげられている諸成果の流れと軌を一にす
る形で制度整備が完了しつつある。主要なも
のだけを取り上げても、以下のような例があ
げられる。 
1) 都市の低炭素化の促進に関する法律（いわ

ゆるエコまち法，2012 年 12 月施行） 
2) 交通政策基本法（2013 年 12 月施行） 
3) 都市再生特別措置法等の改正（2014 年 5

月成立） 
4) 地域公共交通の活性化及び再生に関する

法律の改正（2014 年 5 月成立） 
 このうち 3)は、公共交通ターミナル周辺の
特に交通利便性の高い地区を都市機能誘導
区域として指定し、それに次ぐ地区を居住誘
導区域とし、然るべき都市サービスや居住機
能を適切に誘導することを容易にしようと
するものである。4)は、地域の広がりの中で
公共交通ネットワーク全体をどう維持する
かという視点を重視し、いわゆるクリームス
キミングの防止を念頭に置いた内容構成と
なっている。 
 これら国内制度の改善が大きく進んだ背
景として、関連する多くの研究業績に依る部
分が少なくない。具体的には、海外の先進的
な関連制度を体系的に整理してきた実績と
して、たとえばフランスの先進的事例をカバ
ーした松中、イギリスの PTAL 指標やドイツ
の拠点集約事例を整理した髙見、米国の動向
変化と情報提供のあり方に言及した須永ら
の成果があげられる。 
 また、中村はトランジットモールの導入可
能性や BRT やバス交通、および駐車場配置に
係る多様で広範な観点から制度のあり方を
論じている。さらに森本は都市構造集約のた
めの関連制度全体を整理し、戦略的な交通ま
ちづくりのあり方に言及している。谷口は先
述した都市マスの変遷に加え、不適切な都市
構造が居住者にもたらすリスクについても
検討を加えている。 
 さらに、土井は再生塾における実践を通じ
て得た知見を整理し、実際に交通まちづくり
を先頭に立って運営できる人材を輩出する
とともに、そのノウハウの公表を行っている。
一方で原田および羽藤は、東大まちづくり大
学院のカリキュラム等に本成果を反映する
ことを通じ、交通まちづくりのエッセンスを
教育として体系的に導入することを初めて
可能にした。 
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